
医療・介護連携推進専門委員会

（平成 27 年度）

医療・介護連携推進専門委員会報告書

広島県地域保健対策協議会 医療・介護連携推進専門委員会

委 員 長　檜谷　義美

Ⅰ．　は　じ　め　に

　広島県では，平成 24 年度より，在宅医療推進拠点
事業の整備や在宅医療推進医の育成などに取り組ん
できている。これらの事業はいずれも，平成 27 年 4
月より，介護保険法に基づき市町が主体の在宅医
療・介護連携推進事業（以下，地域支援事業）に位
置づけられ，平成 30 年 4 月までの実施が求められて
いる。
　各市町がこれらの事業をより円滑に，かつ県内で
均一な体制が整備されるよう，各種の支援策などを
検討すべく本委員会の設置について多方面より要望
があった。
　このような状況を鑑み，平成 27～28 年度の設置期
間で，広島県地域保健対策協議会に，在宅医療・介
護に携わる各方面の代表者で構成する医療・介護連
携推進専門委員会を設け，検討を行った。

Ⅱ．　検討状況など

（₁）事前打ち合わせ
　　①開催日時　平成 27 年 10 月 30 日（金）
　　②報告・協議事項
　　　・設置経緯・委員構成について
　　　・委員会検討事項について
（₂）第 ₁回会議
　　①開催日時　平成 28 年 3 月 31 日（木）
　　②報告・協議事項
　　　・委員会設置経緯・検討事項について
　　　・広島県における地域支援事業などの現状と

課題

Ⅲ．　広島県における地域支援事業などの現状

　第 1回会議では，広島県における現状把握として，

地域支援事業の進捗状況やこれまで広島県で実施し
た在宅医療・介護連携に関する事業の状況，広島県
地域包括ケア推進センターが実施した退院調整状況
調査などについて，現状と課題を共有した後，委員
が所属する団体それぞれの立場や役割を踏まえた意
見交換を行った。
　地域支援事業においては，全国平均を上回る実施
状況であったが，「（エ）在宅医療・介護サービスな
どの情報共有」や「（カ）切れ目のない体制構築」，
「（ク）関係市町との連携」の 3項目については，実
施が進んでいない状況で，実施主体である市町を対
象に実施したアンケート調査では，地区医師会との
連携調整や人材不足，広域調整の実施などが課題と
して挙げられていた。

Ⅳ．　委員会において挙げられた主な課題

　○医療側は介護の知識，介護側は医療の知識がな
い

　○医療・介護双方で，地域住民の生活をどう支援
するか共通の目的をもたなければならない

　○地域によって在宅までの道筋が異なっており，
特にマンパワーが不足している地域では都会型
よりも入院時からの調整がより必要になる

　○住民を主体に介護予防の推進も必要

Ⅴ．　お　わ　り　に

　これまでの取組で連携体制を構築する素地はいず
れの市町でもできつつあるので，第 1回会議での検
討内容を踏まえ，医療・介護を担う団体がそれぞれ
すべきことを整理した上で，今後は，もう一歩踏み
込んだ対策を取る必要がある。
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